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あけましておめでとうございます。


昨年は、猛暑にみまわれ、「無縁社会」が流行語になるなど、庶民にはきびしい一年でした。今年はウサギ年。干支にちなんでやさしく、温かい社会をとりもどしたいものです。


消費税の増税で、くらしや日本経済は立ち直るでしょうか。





菅直人首相は１月４日、年頭記者会見で、社会保障財源のために「消費税を含む税制改革を議論しなければならない」と増税に踏み切る決意を表明。増税の立場である自民・公明両党などに「超党派議論」を呼びかけ、「６月を目途に方向性を示したい」と述べました。


この間、民間給与は12年間減り続け、平均61万円も減りました。そこに消費税増税などとんでもありません。消費税が10％になれば、４人家族で年間16万円もの増税です。


一方、法人税は一足先に減税を菅首相が直々に指示を出し、


雇用の確保を要請しましたが、財界は知らぬ顔。


大企業は労働者や中小業者の犠牲の上に空前のもうけをあげています。度重なる大企業への減税もあり、大企業の内部留保は２４４兆円にのぼり、経済産業省の資料によると手元現預金が約53兆円もあることが明らかになっています（政府税調・経産省提出資料）。このもうけが投資にも向けられず「カネ余り」をおこしています。





景気をよくするには、大企業に滞留


している巨額のお金を、設備投資や


雇用など、日本経済と国民のくらし


のために使い、内需を拡大すること


ではないでしょうか。


大企業の法人税率、所得税・相続税の最高税率を元に戻し、証券優遇税制を改めて諸外国並みに引き上げるべきです。


また、ダム建設や高速道路など不要不急の大型開発を見直し、条約上の義務もない在日米軍への思いやり予算は削減すべきです。税金のとり方、使い方を変えれば、財政再建や社会保障財源の確保は十分可能です。














